
 

鶴岡市建設工事元請下請関係適正化指導要領 

 
平成 25 年 3 月 29 日鶴岡市告示第 81 号 

 

（目的） 

第１条 この告示は、鶴岡市（以下「市」という。）が発注する建設工事を施工するに当たって、

元請と下請との関係の適正化を図ることを目的とし、市が指導するための基準として、元請と

下請が遵守すべき必要な事項を定める。 

 

（定義） 

第２条 この告示において「元請」とは、特段の定めがあるもののほか下請契約における注文者

をいい、一つの工事が数次の下請契約により行われる場合は、市から直接工事を請け負った者

及びそれに続くすべての下請契約における注文者をいう。 

 

２  この告示において「下請」とは、特段の定めがあるもののほか下請契約における請負者をい

い、一つの工事が数次の下請契約により行われる場合は、市から直接工事を請け負った者から

その工事の一部を請け負った者及びそれに続くすべての下請契約における請負者をいう。 

 

（一括下請負の禁止） 

第３条 元請は、建設業法（昭和 24 年法律第 100 号。以下「法」という。）第 22 条及び公共工

事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成 12 年法律 127 号）第 12 条の規定により、

工事の全部若しくはその主たる部分又は他の部分から独立してその機能を発揮する工作物の工

事を一括して第三者に請け負わせてはならない。 

 

（下請契約締結の義務） 

第４条 元請は、下請工事を発注したときは、下請工事の着工前に、次の各号に掲げるいずれか

の下請約款及び下請契約書により下請契約を締結しなければならない。 

（１）建設工事標準下請契約約款（昭和 52 年 4 月 26 日中央建設業審議会勧告）による建設工事

下請契約書（以下「下請契約書」という。） 

（２）一般社団法人全国建設業協会が制定した工事下請基本契約約款及び下請工事基本契約書（以

下「下請約款」という。）による注文書及び注文請書（以下「下請契約書」という。）又は個

別工事下請契約約款による注文書及び注文請書（以下「下請契約書」という。）（注文書及び

請書による契約の締結について（平成 12 年 6 月 29 日付け建設省経発第 132 号）の記書きの要

件を満たす書面であるものに限る。） 

（３）建設工事標準下請契約約款に準拠した内容をもつ下請契約書（以下「下請契約書」という。） 

 

（下請代金額） 

第５条 元請は、下請工事を発注するときは、下請代金額を工事を施工するために通常必要と認

められる原価に満たない額としてはならない。 

 

２  元請は、下請契約の締結後、正当な理由がないのに下請代金額を減じてはならない。 

 

（下請体系の把握） 

第６条 市が発注した工事を直接請け負った元請は、下請報告書（別紙様式１）、下請業者一覧

表（別紙様式２－１及び別紙様式２－２）を作成し、その写しに当該工事に係る下請契約書の

写しを添付して、市に提出しなければならない。ただし、その予定価格が 250 万円を超えない

工事についてはこの限りでない。 

 

２ 市から直接工事を請け負った元請は、下請発注額が 3,000 万円以上（建築一式工事にあって

は 4,500 万円以上）のとき又は仕様書等で提出が求められているときは、下請報告書、下請業

者一覧表に加えて、施工体系図（別紙様式３）、施工体制台帳（別紙様式４－１）及び再下請
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負通知書（別紙様式４－２）を作成し、その写しに建設業法施行規則（昭和 24 年建設省令第

14 号）第 14 条の 2 第 2 項及び同第１４条の４第３項に掲げる書類の写しを添付し、市に提出

しなければならない。 

 

３ 前項の工事にあっては、工事現場に施工体制台帳及び再下請負通知書を備え置き、施工

体系図を掲示しなければならない。 

 

４ 下請は、労働者名簿及び賃金台帳を整備しなければならない。この場合において、元請は、い

つでもその報告を求めることができる。 

 

５ 市は、市から直接工事を請け負った元請に対して、必要に応じ下請の施工能力事項及び下請

工事内容等を記載した書類の提出を求めることができる。 

 

（下請からの暴力団排除） 
第７条 元請は、鶴岡市建設工事請負契約約款第４９条第１項第６号に該当する者（以下「暴力

団関係業者」という。）を下請（資材、原材料の購入契約その他の契約の相手方を含む。）と

してはならない。 
 
２ 第４条に定める下請契約には、暴力団関係業者と判明した場合に契約を解除できる旨（以下

「契約解除条項」という。）を規定しなければならない。 
 
３ 元請又は下請は、契約の相手方が暴力団関係業者と判明した場合は、下請契約を解除しなけ

ればならない。 
 
４ 市から直接工事を請け負った元請は、鶴岡市競争入札参加資格審査申請を行う際に、市に対

して市が別に定める暴力団排除に関する誓約書を提出しなければならない。 
 
（暴力団等からの不当要求時の対応） 

第８条 元請及び下請は、鶴岡市暴力団排除条例第２条に規定する暴力団又は暴力団員等から不

当な要求を受けたときは、ただちに警察署へ通報するとともに、市に報告しなければならない。 
 
（提出時期等） 

第９条  工事担当課長は、請負業者と契約を締結後すみやかに、第６条に規定する下請報告書、

下請業者一覧表、施工体制台帳及び施工体系図等の様式を交付するものとする。 

 

２ 第６条に規定する下請報告書及び下請業者一覧表等の提出時期については次の各号のとおり

とする。 

（１） 契約締結時においては建設工事請負契約約款（以下「約款」という。）第 11 条の規定に

基づく現場代理人指定（変更）通知書の提出の際に併せて提出しなければならない。 

（２） その後、一度提出した下請業者一覧表等について変更があったときは、遅滞なく、当該

変更があった年月日を付記して、既に記載されている事項に加えて変更後の事項を記載し、又

は既に添付されている書類に加えて変更後の書類を添付し提出しなければならない。 

（３） 工事完成時においては、約款第 33 条の規定に基づく完成通知書の提出の際に併せて   

提出しなければならない。 

 

（各工事担当課長における確認） 

第１０条  工事担当課長は、第 6条に定める各提出書類どおりに施工が行われているかについて、

現場に監督職員を派遣して確認するとともに、次の各号に掲げる事項について確認しなければ

ならない。 

（１）配置技術者の適格性及び専任制 

（２）当該工事の下請予定額の合計が 3,000 万円（建築一式工事の場合は 4,500 万円）以上であ
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る場合は、報告されている監理技術者が監理技術者資格者証の交付を受けている技術者（以下

「有資格技術者」という。）であること。 

（３）工事を一括して下請業者に請け負わせていないこと。 

（４）１件の下請額が 500 万円（建築一式工事の場合は 1,500 万円）以上である場合は、下請業

者が建設業の許可を受けていること。 

（５）請負業者が一般建設業者である場合は、下請額の合計が 3,000 万円（建築一式工事の場合

は 4,500 万円）以上でないこと。 

 

（契約担当課長への報告） 

第１１条  工事担当課長は、前条の規定に基づく確認において前条各号の規定に違反している疑

い又は事実がある場合は契約担当課長に報告しなければならない。 

 

（下請選定の留意事項） 

第１２条 元請は、下請を選定するときは、次の各号に掲げる事項について留意しなければならな

い。 

（１）原則として、建設業法上の許可業者であること。 

（２）その工事を施工するに足りる技術力を有すること。 

（３）その工事を施工するに足りる労働力、機械器具、技術者を確保できること。 

（４）常時 10 人以上の労働者を使用しているときは、就業規則を作成し、労働基準監督署に届出

がなされていること。 

（５） 経営が安定していること。 

（６） 賃金が常に正当に支払われ、支払の遅延等がないこと。 

（７） 過去において労働災害をしばしば起こしていないこと。 

（８） 市の指名停止を受けていないこと。 

（９） 雇用保険、健康保険（日雇健康保険を含む。）、厚生年金保険及び労働者災害補償保険に

加入しており、保険料を適正に納付していること。 

（10） 建設業福祉共済団の共済及び建設業退職金共済に加入しており、掛金を適正に納付してい

ること。 

（11） 工事の性質上、工事の一部が再下請されると認められるときは、下請代金の不払を起こす

おそれがないこと。 

 

（下請代金の支払条件） 

第１３条 元請は、前払金の支払を受けたときは、下請に対し、資材の購入、労働者の確保その

他工事の着手に必要な費用を前払金として支払うよう努めなければならない。 

 

２  元請は、請負代金の部分払及び完成払を受けたときは、受けた日から１箇月以内のできる限

り短い期間内に、下請に対し、出来形部分に相応する部分払及び完成払を行なわなければなら

ない。 

 

３ 下請代金の支払は、原則として現金払とするが、やむを得ない場合は、現金と手形の割合が

現金 60%以上になるよう努めるとともに、手形期間は長くても 60 日以内になるよう努めなけれ

ばならない。この場合において、元請の都合により現金払を手形払に変更するときは、当該手

形の割引に要する費用は、元請が負担しなければならない。 

 

４ 元請は、工期内に賃金水準又は物価水準の変動により下請代金額を変更する必要が生じたと

きは、下請約款及び下請契約書の定めるところにより、変更の措置をとらなければならない。 

 

５ 元請は、注文した下請工事に必要な資材を元請から購入させる下請契約を締結したときは、

正当な理由がないのに、その工事の下請代金の支払期日前に、その工事に使用する資材の代金

を支払わせてはならない。 
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６ 元請が特定建設業者である場合の下請契約の下請代金は、当該下請工事の目的物の引渡しの

申出があった日から 50 日以内のできる限り短い期間内に支払わなければならない。 

 

７  元請が特定建設業者である場合には、下請が倒産、資金繰りの悪化等により、下請工事の施

工に関し、他人（当該下請以外の下請を含む。）に損害を与えることのないよう下請の保護及

び指導に十分配慮しなければならない。 

 

（下請工事の施工管理） 

第１４条 市から直接工事を請け負った元請は、下請工事に係る施工管理を的確に行うとともに、

下請に対して指導、助言その他の必要な措置を行わなければならない。 

 

２ 元請は工事現場に主任技術者を配置させ、下請に対し下請施工に係る施工技術の管理に努め

なければならない。 

 

３  元請が特定建設業者である場合、下請発注額が 3,000 万円以上（建築一式工事にあっては

4,500 万円以上）のときは、監理技術者を配置しなければならない。 

 

４ 特定建設業者は、その責務を十分認識し、下請の保護及び指導に努めなければならない。 

 

（労働環境整備と雇用管理体制） 

第１５条 元請は、下請に対し、次の各号に掲げる事項について指導しなければならない。 

（１） 労働者の雇入れにあたっては、募集を適法に行い、労働契約書の作成又は雇用通知書を交

付すること。 

（２） 賃金は毎月１回以上一定日に通貨でその全額を直接労働者に支払うこと。 

（３） 労働者に対し、技能訓練を実施するよう努めるとともに、安全衛生教育を実施し、労働災

害発生の防止に努めること。 

（４） 雇用者に対し、１年に１回以上定期健康診断を実施すること。 

（５） 法定労災を補完する任意の労災保険の加入に努めること。 

（６） 労働者に対する退職金を積立てること。 

 

（関係法令の周知徹底） 

第１６条  元請は、下請に対し、労働基準法、労働安全衛生法等関係法令を遵守するよう指導す

るとともに、違反の事実が生じた場合には、速やかに是正のための適切な処置を講ずるよう指

導しなければならない。 

 

（市の指導等） 

第１７条  市は、この要領の適正な施行を確保し、その趣旨の徹底を図るため、市から直接工事

を請け負った元請に対して必要な指導、助言及び勧告を行うものとする。 

２ 市は、市から直接工事を請け負った元請が、前項の指導等に従わない場合又は指導した事項

に関する措置結果が適切と認め難い場合には、鶴岡市建設工事請負指名停止規定に基づく指名停

止を行うものとする。 

 

附 則 

この告示は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 



別紙様式１ 

下請（計画・変更・結果）報告書 
 

   年   月   日 
様 

 
住   所 
請負業者名 
代表者氏名 

 
１ 工 事 名     
 
２ 工  期 
 
３ 請負金額 
 

 
建設工事請負契約約款第８条に基づき、下記のとおり報告します。 
≪該当する番号又は項目に○印を付してください≫ 

 
１ 下請計画（契約時）、変更報告（変更時） 
 
  上記工事の施工にあたっては、その工事の一部を、 

ア 他の建設業者に請け負わせることなく、すべて当社で施工します。 
イ 他の建設業者に請け負わせます。（別添「下請業者一覧表」のとおり） 

 
２ 下請結果報告（工事完成時） 
 
  上記工事の施工については、その工事の一部を、 

ア 他の建設業者に請け負わせることなく、すべて当社で施工しました。 
イ 他の建設業者に請け負わせました。 

 
 



別紙様式２－１　（市から直接工事を請け負った元請用）

下　請　業　者　一　覧　表

工　事　名 請負業者名

　

工事内容 下請業者名
許可
の
有無

許可
番号
※１

許可
業種

健康保険等
の加入状況

※２ 下請契約
締  結
年月日

下　請
契約書
の種類
※３

下請金額
（うち消費税額）

建設業
退職金
共済証紙
交付枚数

下請工事
完了検査
年月日
（予定）

下請代金
支払い条件
（年月日）

支払代金の
現金・手形
の　割　合

手形
決済
期間

健
康
保
険

厚
生
年
金

雇
用
保
険 現金 手形

円 枚 % %

下請契約合計額
（うち消費税額）　※４

※１　建設業の許可を受けていない業者である場合は、「許可番号」は斜線とすること。
※２　各項目について、下請業者から保険担当部局の領収証書または配置技術者の保険証等により確認のうえ、次のいずれかを記載すること。

加入している場合…「加入」、　未加入の場合…「未加入」、　従業者規模等により保険適用が除外されている場合…「適用除外」
※３　次のとおり契約書の種類に応じてイ、ロ、ハ、ニのいずれかを記載すること。

イ…建設工事標準下請契約約款　　ロ…工事下請基本契約書と注文書等　　ハ…個別工事下請契約約款と注文書等　　ニ…その他
※４　下請契約合計欄には、下請金額の合計額を記入すること。
・一度提出した内容に変更があったとき（新たに下請契約を締結した場合、変更契約した場合、工事完了検査日時が決定した場合等）は、遅滞なく当該変更があった年月日
を付記して再度提出のこと。



別紙様式２－２　（○次下請業者用）※１

下　請　業　者　一　覧　表

工　事　名
市から直接工事を請け負った元請業者名

当該報告にかかる請負業者名

　

工事内容 下請業者名
許可
の
有無

許可
番号
※４

許可
業種

健康保険等
の加入状況

※５ 下請契約
締  結
年月日

下　請
契約書
の種類
※６

下請金額
（うち消費税額）

建設業
退職金
共済証紙
交付枚数

下請工事
完了検査
年月日
（予定）

下請代金
支払い条件
（年月日）

支払代金の
現金・手形
の　割　合

手形
決済
期間

健
康
保
険

厚
生
年
金

雇
用
保
険 現金 手形

円 枚 % %

下請契約合計額
（うち消費税額）　※７

※１　本様式は、市から直接工事を請け負った元請が、当該工事に参画した全ての建設業を営む者について作成すること。
※２　本様式は、当該工事の施工体制上の全ての下請業者の再下請負等について整理して記載すること。
※３　「○」には数字を記入すること。
※４　建設業の許可を受けていない業者である場合は、「許可番号」は斜線とすること。
※５　各項目について、下請業者から保険担当部局の領収証書または配置技術者の保険証等により確認のうえ、次のいずれかを記載すること。

加入している場合…「加入」、　未加入の場合…「未加入」、　従業者規模等により保険適用が除外されている場合…「適用除外」
※６　次のとおり契約書の種類に応じてイ、ロ、ハ、ニのいずれかを記載すること。

イ…建設工事標準下請契約約款　　ロ…工事下請基本契約書と注文書等　　ハ…個別工事下請契約約款と注文書等　　ニ…その他
※７　下請契約合計欄には、下請金額の合計額を記入すること。
・一度提出した内容に変更があったとき（新たに下請契約を締結した場合、変更契約した場合、工事完了検査日時が決定した場合等）は、遅滞なく当該変更があった年月日
を付記して再度提出のこと。



様式３

担当工事内容

担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容

元方安全衛生管理者

統括安全衛生責任者

書記 担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容

担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容

担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容

工　事　内　容

施工体系図

副　会　長

会　　　長

監 督 員 名

監理技術者名

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

専門技術者名

安全衛生責任者

主 任 技 術者

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

安全衛生責任者

工期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日 工期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

工　事　内　容

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

専 門 技 術者

工　事　内　容

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

主 任 技 術者

工　事　内　容

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

工　事　内　容

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

請負金額（予定）

専門技術者

　
工
事

会 社 名

工事作業所災害防止協議会兼施工体系図

　
工
事

　
工
事

会 社 名 会 社 名

　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

工　事　内　容

専門技術者名

工期
至 年 月 日

自 年 月 日

工 事 名 称

発注者名

元 請 名

工　事　内　容

工期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日 工期

　
工
事

会 社 名

　
工
事

会 社 名

　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

工　事　内　容

安全衛生責任者

工期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日 工期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

　
工
事

会 社 名

　
工
事

会 社 名

専門技術者

工　事　内　容

安全衛生責任者

専門技術者

主任技術者

工　事　内　容

工期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日 工期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

　
工
事

会 社 名

　
工
事

会 社 名

工　事　内　容

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

工　事　内　容

主任技術者

工期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日 工期

会 社 名

　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

　
工
事

会 社 名

　
工
事

工　事　内　容

専 門 技 術者

工期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日 工期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

専 門 技 術者　
工
事

会 社 名

工　事　内　容

安全衛生責任者

主任技術者

　
工
事

主 任 技 術者

　
工
事

会 社 名

工　事　内　容

安全衛生責任者

工期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

　
工
事

工期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

　
工
事

会 社 名

工期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

会 社 名

安全衛生責任者

主 任 技 術者

専 門 技 術者

工　事　内　容

請負金額（予定）請負金額（予定）請負金額（予定）

会 社 名

請負金額（予定） 請負金額（予定） 請負金額（予定） 請負金額（予定）

工期

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

請負金額（予定） 請負金額（予定） 請負金額（予定） 請負金額（予定）

請負金額（予定） 請負金額（予定） 請負金額（予定） 請負金額（予定）



別紙様式４－１
　　　　　　年　　　　月　　　　日

施 工 体 制 台 帳

〔 会 社 名 〕

〔 事業所名 〕

建設業の許可

許 可 業 種 許 可 番 号 許可（更新）年月日

工事業
大臣 特定

第 号 年 月 日
知事 一般

工事業
大臣 特定

第 号 年 月 日
知事 一般

工事名称
及　　　び
工事内容

発注者名
及　　　び
住　　　所

〒

工 期
自 年 月 日

契約日 年 月 日
至 年 月 日

契　　　 約
営　業　所

区 分 名 称 住 所

元請契約

下請契約

健康保険等の
加入状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入　　　未加入
適用除外

加入　　　未加入
適用除外

加入　　　未加入
適用除外

事業所
整理記号等

区分 営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険
元請契約

下請契約

発注者の
監督員名

権限及び
意見申出方法

現　　場
代理人名

権限及び
意見申出方法

監理・主任
技術者名

専任 資格内容

専　　門
技術者名

専　　門
技術者名

資格内容 資格内容

担当工事内容 担当工事内容

（記載要領） １

２
３

　上記の記載事項が発注者との請負契約書や下請負契約書に記載ある場合は、その写しを添付することにより記
載を省略することができる。
　監理技術者の配属状況について「専任・非専任」のいずれかに○印をつけること。
　専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工するために必要
な主任技術者を記載する。（監理技術者が専門技術者としての資格を有する場合は専門技術者を兼ねることがで
きる。）



《 下請負人に関する事項 》

会 社 名 代表者名

住 所
〒

電 話 番 号 （℡　　　　　－　　　　　－　　　　　　）

工事名称
及　　　び
工事内容

工 期
自 年 月 日

契約日 年 月 日
至 年 月 日

建設業の
許    可

施工に必要な許可業種 許 可 番 号 許可（更新）年月日

工事業
大臣 特定

第 号 年 月 日
知事 一般

工事業
大臣 特定

第 号 年 月 日
知事 一般

健康保険等
の

加入状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入　　　未加入
適用除外

加入　　　未加入
適用除外

加入　　　未加入
適用除外

事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

現場代理人名
安全衛生
管理者名

権限及び
意見申出方法

安全衛生
推進者名

※
主　　任

技術者名

専 任
雇用管理
責任者名

非 専 任 ※
専　　 門
技術者名

資格内容 資格内容

担当工事内容

※［主任技術者、専門技術者の記入要領］
１

２

　主任技術者の配属状況について［専任・非専任］のいず
れかに○印を付すこと。
　専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等
でその工事に含まれる専門工事を施工するために必用な主
任技術者を記載する。（一式工事の主任技術者が専門工事
の主任技術者としての資格を有する場合は専門技術者を兼
ねることができる。）
　複数の専門工事を施工するために複数の専門技術者を要
する場合は適宜欄を設けて全員を記載する。

３ 　主任技術者の資格内容（該当するものを選んで記入
する。）
　①  経験年数による場合
　　１）大学卒「指定学科」   ３年以上の実務経験
　　２）高校卒「指定学科」   ５年以上の実務経験
　　３）その他             １０年以上の実務経験
　②  資格等による場合
　　１）建設業法「技術検定」
　　２）建築士法「建築士試験」
　　３）技術士法「技術士試験」
　　４）電気工事士法「電気工事士試験」
　　５）電気事業法「電気主任技術者国家試験等」
　　６）消防法「消防設備士試験」
　　７）職業能力※［健康保険等の加入状況の記入要領］

１

２
３

４

５

「保険加入の有無」について、各保険の適用を受ける営業所について届出を行っている場合には、「加入」、行っていない場合（適用を受け
る営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未加入」、従業員規模等により各保険の適用が除外される場合は
「適用除外」を○で囲む。
「営業所の名称」について、元請契約に係る営業所の名称及び下請契約に係る営業所の名称をそれぞれ記載。
「健康保険」について、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載。一括適用の承認に係る営業所の場合
は、本店の整理記号及び事業所番号を記載。
「厚生年金保険」について、事業所整理番号及び事業所番号を記載。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理番号及び事業
所番号を記載。
「雇用保険」について、労働保険番号を記載。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、本店の労働保険番号を記載。



別紙様式４－２ 年 月 日

再 下 請 負 通 知 書 《再下請負関係》
再下請負業者及び再下請負契約関係について次のとおり報告いたします。

会 社 名 代 表 者 名直 近 上 位
注 文 者 名

【報告下請負業者】
住 所
電 話 番 号

住 所
工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

元 請 名 称
工 期

自　　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　　年　　　月　　　日
契 約 日 年　　　月　　　日　

会 社 名

代表者名

建 設 業 の
許 可

施工に必要な許可業種 許　可　番　号 許可（更新）年月日
《自社に関する事項》

工事業
大臣　特定

        第　　　　号 　　年　　月　　日
工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

知事　一般

工事業
大臣　特定

        第　　　　号 　　年　　月　　日
知事　一般

工 期
自　　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　　年　　　月　　　日

注文者との
契 約 日

年　　　月　　　日　

健康保険等
の

加入状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険
加入　　　未加入

適用除外
加入　　　未加入

適用除外
加入　　　未加入

適用除外

建 設 業 の
許 可

施工に必要な許可業種 許　可　番　号 許可（更新）年月日 事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

工事業
大臣　特定

        第　　　　号 　　年　　月　　日
知事　一般

工事業
大臣　特定

        第　　　　号 　　年　　月　　日
現 場 代 理 人 名 安全衛生責任者名知事　一般

健康保険等
の

加入状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険
権 限 及 び
意見申出方法

安全衛生推進者名加入　　　未加入
適用除外

加入　　　未加入
適用除外

加入　　　未加入
適用除外

事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険
主 任 技 術 者 名

専　任
非専任

雇用管理責任者名

資 格 内 容 専 門 技 術 者 名
監 督 員 名 安全衛生責任者名

資 格 内 容
権 限 及 び
意見申出方法

安全衛生推進者名

担当工事内容
現 場 代 理 人 名 雇用管理責任者名

権 限 及 び
意見申出方法

専 門 技 術 者 名

主 任 技 術 者 名
専　任
非専任

資 格 内 容

資 格 内 容 担当工事内容

※再下請通知書の添付書類（建設業法施行規則第１４条の４第３項）

・再下請通知人が再下請人と締結した当初契約及び変更契約の契約書面の写し（公共工事以外の
建設工事について締結されるものに係るものは、請負代金の額に係る部分を除く）
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